
取締役の選解任 11,158 5,521 0 0 16,679 33.1% 16.3%

監査役の選解任 1,992 397 0 0 2,389 16.6% -0.9%

会計監査人の選解任 59 0 0 0 59 0.0% -3.5%

役員報酬(*1) 678 81 0 0 759 10.7% -4.1%

退任役員の退職慰労金の支給 14 125 0 0 139 89.9% 13.7%

剰余金の処分 1,425 25 0 0 1,450 1.7% -0.8%

組織再編関連(*2) 32 0 0 0 32 0.0% 0.0%

買収防衛策の導入・更新・廃止 7 85 0 0 92 92.4% 9.1%

その他 資本政策に関する議案(*3) 44 0 0 0 44 0.0% 0.0%

431 9 0 0 440 2.0% 1.1%

3 3 0 0 6 50.0% 0.0%

15,843 6,246 0 0 22,089 28.3% 12.2%

(*1) 役員報酬額改定、ストックオプションの発行、業績連動型報酬制度の導入・改訂、役員賞与等
(*2) 合併、営業譲渡・譲受、株式交換、株式移転、会社分割等
(*3) 自己株式取得、法定準備金減少、第三者割当増資、資本減少、株式併合等

22 216 0 0 238 90.8% -2.1%

(※）議案数については、取締役の選解任議案及び監査役の選解任議案を候補者単位でカウント

（集計対象議案）
・信託勘定で保有する国内株式において、2019年7月から2020年6月に開催された株主総会の議案で、
　かつ、弊社議決権行使ガイドラインに基づき指図を行なったものが対象。

【議決権行使の概況】
・個別議案の行使判断に当たっては、議決権行使を行うための判断基準として独自に定めたガイドラインに則り、
　企業との対話の結果等も活用し、自らの責任と判断のもと行使しています。なお、弊社の親会社等株式については、
　弊社議決権行使ガイドラインに基づく外部の第三者による助言に従い行使します。

・2019年7月から2020年6月に開催された株主総会の数は2,187総会、議案数は合計22,327件あり、
　会社提出議案22,089件に対して賛成15,843件、反対6,246件、
　株主提出議案238件に対して賛成22件、反対216件の議決権行使を行いました。

・会社提出議案合計の反対比率は28.3%（前年比＋12.2%）と前年実績と比較して上昇しています。
　これは、4月1日付で社外取締役を取締役総数の1/3以上求めるよう議決権行使ガイドラインを改定したことに伴い、
　「取締役選任」の議案において反対比率が上昇したことによるものです。

・コロナ禍の状況下、形式的な判断に留まらず、企業の状況や市場環境を考慮した判断を実施しました。

・主な議案の行使状況は以下の通りです。

　  取締役選任議案では、　社外取締役が取締役総数の1/3に満たない場合や、社外取締役候補者が独立性の観点から
　  問題があると考えられる場合などに反対しました。

　  監査役選任議案では、社外監査役候補者が独立性の観点から問題があると考えられる場合や、監査機能の低下が
　　懸念されることから監査役が減員になった場合などに反対しました。

    退職慰労金支給議案では、取締役会の恣意的かつ不透明な支給を抑制するため支給金額の開示がない場合や、
　　経営の監視・監督としての機能が求められる監査役・社外取締役等への支給が行われる場合などに反対しました。

　  買収防衛策議案では、独立性のある社外取締役が取締役総数の一定比率を下回る場合などに反対しました。

以　上
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スチュワードシップ委員会の報告
スチュワードシップ委員会より、当該期間のスチュワードシップ活動について利益相反の観点から問題ない旨の意見
を得ています。


